
 
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年６月26日

【発行者名】 ブラックロック・ジャパン株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　出川　昌人

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

 

【事務連絡者氏名】 加藤　淳一郎

【電話番号】 03-6703-4935

【届出の対象とした募集内国投資信託

受益証券に係るファンドの名称】

ブラックロック世界バランス・ファンド

 

 

【届出の対象とした募集内国投資信託

受益証券の金額】

3,000億円を上限とします。

 

 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

(注)　本書において文中および表中の数字は四捨五入された数値として表示されている場合があり、従って合計として表示され

た数字はかかる数値の総和と必ずしも一致するとは限りません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

平成24年３月16日付をもって提出した有価証券届出書（平成24年４月17日付の有価証券届出書の訂正届出書に

より訂正済み。）の内容の一部に変更がありましたので、関係事項を下記の通り訂正するものであります。

 

 

２【訂正の内容】

 

第一部 【証券情報】

(12)【その他】

①～③（省略）

 

④　約款変更のお知らせについて

「第一部　証券情報　（12）その他　④　約款変更のお知らせについて」は、全文削除いたします。

 

第二部 【ファンド情報】

第１ 【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】

①　ブラックロック世界バランス・ファンド(以下「当ファンド」または「ファンド」といいます。)は、長期的

に円ベースでの信託財産の安定した成長を目指して運用を行うことを基本とします。

 

②　当ファンドは、追加型証券投資信託であり、追加型投信／内外／資産複合に属しています。下記は、社団法人

投資信託協会の「商品分類に関する指針」に基づき当ファンドが該当する商品分類・属性区分を網掛け表示

しています。
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＜商品分類表＞

 

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉）

単位型投信

追加型投信

国内

海外

内外

株式

債券

不動産投信

その他資産（　　　　）

資産複合

 

＜属性区分表＞

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ

株式

　一般

　大型株

　中小型株

債券

　一般

　公債

　社債

　その他債券

クレジット属性

不動産投信

その他資産

（投資信託証券（資産複合（株

式・債券／資産配分変更型）））

資産複合

　資産配分固定型

　資産配分変更型

年１回

年２回

年４回

年６回（隔月）

年12回（毎月）

日々

その他

 

グローバル

（日本を含む）

日本

北米

欧州

アジア

オセアニア

中南米

アフリカ

中近東（中東）

エマージング

ファミリー

ファンド

 

ファンド・

オブ・ファ

ンズ

あり

（部分ヘッジ）

 

なし
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＜各分類および区分の定義＞

Ⅰ．商品分類

 

単位型投信・追加型

投信の区分

追加型投信 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいう。

投資対象地域による

区分

内外 目論見書又は投資信託約款において、国内及び海外の資産による投

資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいう。

投資対象資産による

区分

資産複合 目論見書又は投資信託約款において、株式、債券、不動産投信（リー

ト）等の資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉とす

る旨の記載があるものをいう。

 

Ⅱ．属性区分

 

投資対象資産による

属性区分

その他資産（投資信託証

券（資産複合（株式・債

券 ／ 資 産 配 分 変 更

型）））

目論見書又は投資信託約款において、主として投資信託

証券に投資する旨の記載があるものをいう。ただし、当

ファンドは、投資信託証券を通じて主として株式・債券

に投資する。また、複数資産を投資対象とし、組入比率に

ついては、機動的な変更を行う旨の記載があるものもし

くは固定的とする旨の記載がないものをいう。

決算頻度による属性

区分

年２回 目論見書又は投資信託約款において、年２回決算する旨

の記載があるものをいう。

投資対象地域による

属性区分

グローバル

（日本を含む）

目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投

資収益が世界（日本を含む）の資産を源泉とする旨の

記載があるものをいう。

投資形態による属性

区分

ファンド・オブ・ファン

ズ

「投資信託等の運用に関する規則」第２条に規定する

ファンド・オブ・ファンズをいう。

為替ヘッジによる属

性区分

為替ヘッジあり

（部分ヘッジ）

目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ

又は一部の資産に為替のヘッジを行う旨の記載がある

ものをいう。

 

上記は、社団法人投資信託協会の定義を基に委託会社が作成したものを含みます。なお、上記以外の商品分類

・属性区分の定義については、社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご参照

ください。

 

③　信託金の限度額は5,000億円とします。委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することができ

ます。
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④　ファンドの特色

ａ．親投資信託を含む投資信託証券（以下、「投資対象ファンド」といいます。）への投資を通じて、内外の

公社債を中心に株式にも分散投資するバランス運用により、リスクを低減しながら、円ベースでの信託財産

の安定した成長を目指します。資産配分については、定期的に見直しを行います。 

 

ｂ．ファンド・オブ・ファンズ形式による運用を行います。

投資対象ファンドは、別に定めるブラックロック・グループの運用会社が運用する投資信託証券で、原則と

してアクティブ運用により付加価値を追求する投資信託証券から選定します。

＜投資対象ファンドの概要＞

ファンド名 主な投資対象

ブラックロック日本債券マザーファンド 日本の公社債

ブラックロック・ワールド・ボンド・マザー

ファンド（為替ヘッジあり）

日本を含む世界先進主要国の公社債。外貨建資産につ

いては為替ヘッジを行いますが、一部機動的な運用を

行う場合があります。

ブラックロック・ワールド・ボンド・マザー

ファンド（為替ヘッジなし）

日本を含む世界先進主要国の公社債。外貨建資産につ

いては為替ヘッジを行いませんが、一部機動的な運用

を行う場合があります。

ブラックロック・グローバル・ファンズ　

ジャパン・スモール・アンド・ミッド・

キャップ・オポチュニティズ・ファンド（外

国籍投資証券）

日本の株式

ブラックロック・グローバル・ファンズ　

グローバル・エクイティ・ファンド（外国籍

投資証券）

日本を含む世界各国の株式

 

ｃ．ベンチマーク
＊１
は以下の指標をそれぞれの割合で合成した指数(複合インデックス)とします。

・ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
＊２ 50％

・シティグループ世界国債インデックス
＊３
(除く日本、円ベース) 10％

・シティグループ世界国債インデックス(除く日本、円ヘッジ円ベース) 10％

・ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)
＊４ 10％

・ＭＳＣＩ　ＫＯＫＵＳＡＩインデックス(円換算ベース)
＊５ 10％

・無担保コール翌日物 10％

 

＊１　ベンチマークとは、ファンドの運用を行うに当って運用成果を評価するための基準指標です。

　　　(ベンチマークを構成する指標は、各種機関等で公表されており、その機関等の知的財産です。またこれらの機関

等は当ファンドの運用成果等に関する一切の責任を負いません。)

＊２　ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩは、野村証券金融研究所が公表する、日本の公募債券流通市場全体の動向を的確に表す

ために開発された投資収益指数です。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩに関する著作権、商標権、知的財産権その他一切

の権利は、野村証券金融研究所に帰属します。

＊３　シティグループ世界国債インデックスは、シティグループ・グローバル・マーケッツ・インクが公表する、世

界主要国の国債の総合投資利回りを指数化したものです。シティグループ世界国債インデックスに関する著

作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、シティグループ・グローバル・マーケッツ・インクに帰属し

ます。
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＊４　ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)は、東京証券取引所第一部に上場されている全銘柄を対象に時価総額を指数として

算出したものです。ＴＯＰＩＸは、東京証券取引所の知的財産であり、この指数の算出、数値の公表、利用など

株価指数に関するすべての権利は、東京証券取引所が有しています。東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの算出も

しくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使

用の停止を行う権利を有しています。

＊５　ＭＳＣＩ　ＫＯＫＵＳＡＩインデックスは、日本を除く主要国を対象とする株価指数であり、ＭＳＣＩ Inc.が

開発、計算した株価指数です。同指数に関する著作権、知的財産その他の一切の権利は、ＭＳＣＩ Inc.に帰属

します。また、ＭＳＣＩ Inc.は同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。なお、

円換算ベースとは、当該インデックスを、委託会社において円に換算したものです。

 

ｄ．外貨建資産については、為替ヘッジによるリスクの低減を図ります。為替ヘッジ（親投資信託における為

替ヘッジならびに投資対象ファンドにおいて円に対する為替ヘッジが行われている場合はこれを含みま

す）を行わない部分を信託財産の純資産総額の原則として30％程度までとします。

 

(2)【ファンドの沿革】

平成10年12月１日信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始

平成12年12月１日ファンド名称の変更(旧名称「メリルリンチ・マーキュリー・世界バランス・

ファンド」)

平成18年10月１日ファンド名称の変更（旧名称「メリルリンチ・世界バランス・ファンド」、

「メリルリンチ・世界バランス・マザーファンド」）

平成18年10月23日運用の基本方針の変更

平成19年１月４日 投資信託振替制度への移行

平成21年12月２日ファンドの委託会社としての業務をブラックロック・ジャパン株式会社から

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社（新社名：ブラック

ロック・ジャパン株式会社）に承継

平成24年６月27日ファンドの仕組みをファンド・オブ・ファンズ形式に変更
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(3)【ファンドの仕組み】

ファンドの仕組み

 

＜契約等の概要＞

ａ．「証券投資信託契約」

ファンドの設定・運営に関する事項、信託財産の運用・管理に関する事項、委託会社および受託会社の業

務に関する事項、投資者に関する事項等について規定しています。

 

ｂ．「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」

販売会社に委託する受益権の募集販売の取扱い、換金事務、投資者に対する収益分配金および換金代金の

支払い、その他これらの業務に付随する業務等について規定しています。

 

＜ファンドの仕組み＞

当ファンドは、投資信託証券に投資するファンド・オブ・ファンズです。
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＜委託会社の概況＞

平成24年３月末現在の委託会社の概況は、以下のとおりです。

ａ．資本金　　　　2,435百万円

 

ｂ．沿革

1985年１月 メリルリンチ投資顧問株式会社

（後のメリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社）設立

1987年３月　証券投資顧問業者として登録

1987年６月　投資一任業務認可を取得

1997年12月　投資信託委託業務免許を取得

1988年３月 バークレイズ・デズート・ウェッド投資顧問株式会社

（後のバークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社）設立

1988年６月　証券投資顧問業者として登録

1989年１月　投資一任業務認可を取得

1998年３月　投資信託委託業務免許を取得

1999年４月 野村ブラックロック・アセット・マネジメント株式会社

（後のブラックロック・ジャパン株式会社）設立

1999年６月　証券投資顧問業者として登録

1999年８月　投資一任業務認可を取得

2006年10月メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社を存続会社として、

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」

2009年12月バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社を存続会社として、

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」

 

ｃ．大株主の状況

株主名 住所
所有
株式数

所有比率

ブラックロック・ジャパン・

ホールディングス合同会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 10,158株 100％
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２【投資方針】

(1)【投資方針】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

①　投資対象ファンドへの投資を通じて、内外の公社債を中心に株式にも分散投資し、バランス運用によりリス

クを低減しながら、円ベースでの信託財産の安定した成長を目指します。

 

②　ベンチマークは以下の指標をそれぞれの割合で合成した指数（複合インデックス）とします。

・ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
＊２ 50％

・シティグループ世界国債インデックス
＊３
(除く日本、円ベース) 10％

・シティグループ世界国債インデックス(除く日本、円ヘッジ円ベース) 10％

・ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)
＊４ 10％

・ＭＳＣＩ　ＫＯＫＵＳＡＩインデックス(円換算ベース)
＊５ 10％

・無担保コール翌日物 10％

 

③　投資対象ファンドは、別に定めるブラックロック・グループの運用会社が運用する投資信託証券で、原則と

してアクティブ運用により付加価値を追求する投資信託証券から選定します。投資対象ファンドの選定に当

たっては、ベンチマークの構成指数に対応する資産を投資対象とする投資信託証券の中から、定性評価と定

量評価の両面から検討のうえ決定します。

 

④　別に定める投資信託証券は、委託会社の判断により、この投資信託の運用の長期的な安定性等の観点から、

上記③と同様の検討を経て変更することがあります。

 

⑤　外貨建資産については、為替ヘッジによるリスクの低減を図ります。為替ヘッジ（親投資信託における為替

ヘッジならびに投資対象ファンドにおいて円に対する為替ヘッジが行われている場合はこれを含みます）

を行わない部分を信託財産の純資産総額の原則として30％程度までとします。

 

⑥　資金動向、市場動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用が出来ない場合もあります。
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(2)【投資対象】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

①　投資対象とする資産の種類(約款第16条の２)

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産(「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律(以下「投信法」といいます。)第２条第１項で定めるものをいいます。以下同じ。)とし

ます。

(a) 有価証券

(b) 金銭債権

(c) 約束手形(手形割引市場において売買される手形に限ります。)

 

②　投資対象とする有価証券(約款第17条第１項)

委託会社は、信託金を、主として別に定める投資信託または外国投資信託の受益証券(金融商品取引法第２

条第１項第10号で定めるものをいいます。)および投資証券または外国投資証券(金融商品取引法第２条第１

項第11号で定めるものをいいます。)のほか、次の有価証券(金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証

券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。)に投資することを指図します。

(a) 国債証券

(b) 地方債証券

(c) 特別の法律により法人の発行する債券および社債券(新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引

受権付社債券の新株引受権証券および短期社債券を除きます。）

(d) 短期社債等（社債等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、保険業法第61条の10第１項

に規定する短期社債、資産の流動化に関する法律第２条第８項に規定する特定短期社債、信用金庫法第54条

の４第１項に規定する短期債および農林中央金庫法第62条の２第１項に規定する短期農林債をいいま

す。）

(e) コマーシャル・ペーパー

(f) 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの

(g) 外国法人が発行する譲渡性預金証書

なお、(a)から(c)の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は買い現先取引(売戻し条件

付の買い入れ)および債券貸借取引(現金担保付き債券借入れ)に限り行うことができるものとします。

 

③　投資対象とする金融商品(約款第17条第２項)

このファンドの設定、換金、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運用上必要と認めるときには、

信託金を、有価証券のほか、次に掲げる金融商品(金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみな

される同項各号に掲げる権利を含みます。)により運用することを指図することができます。
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(a) 預金

(b) 指定金銭信託指定金銭信託(金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。）

(c) コール・ローン

(d) 手形割引市場において売買される手形

 

投資対象ファンドの概要

(a) ブラックロック日本債券マザーファンド

商品分類 証券投資信託／親投資信託

投資目的および

投資態度

①　円建ての公社債を主要投資対象とします。

②　この投資信託は、中長期的な観点から、ノムラ・ボンド・パフォーマンス・インデック

ス総合を上回る投資成果をめざして運用を行います。

③　デュレーション・リスク、イールドカーブ・リスク、セクター・リスク等の調整にあ

たっては、債券先物取引等のデリバティブを活用することがあります。

④　委託会社は、ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク(BlackRock

Financial Management, Inc.)に、日本市場の休場日等に投資環境の変化等が認められ

た場合等に必要に応じて、信託財産の運用指図に関する権限を委託します。

⑤　資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記の運用ができない場合がありま

す。

設定日 平成24年６月27日

信託期間 無期限

主な投資制限

①　外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の50％以下とします。

②　株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合は、信託財産

の純資産総額の30％以下とします。

③　同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。

④　同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の５％以下とします。

⑤　同一銘柄の転換社債並びに新株予約権付社債のうち会社法第236条第１項第３号の財

産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれ

ぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものへの投資割合は、取得

時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑥　投資信託証券（約款第12条第１項なお書きに規定するものをいい、約款第12条第４項

各号に掲げるものを除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下と

します。

信託報酬 ございません。(注)

その他費用 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を信託財産中から支弁します。

決算日 年１回（６月16日。休業日の場合は翌営業日。）

収益分配方針 分配を行いません。

申込手数料 ございません。

委託会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

受託会社
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

投資顧問会社
（再委託先）

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。
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(ｂ) ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替ヘッジあり）

商品分類 証券投資信託／親投資信託

投資目的および

投資態度

①　シティグループ世界国債インデックス・円ヘッジ円ベースをベンチマークとし、ベン

チマークを上回る投資成果を目指します。

②　世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際機関債）を中心に公社債に投資します。

投資する公社債は、原則として取得時において投資適格格付（ＢＢＢマイナス、Ｂａ

ａ３または同等の格付、またはそれ以上の格付）が付与されているもの、または同等

の信用度を有すると判断されるものとします。

③　デュレーション・リスク、イールド・カーブ・リスク、セクター・リスク等の調整に

あたっては、債券先物取引等のデリバティブを活用することがあります。

④　外貨建資産については、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図るこ

とを基本としますが、一部機動的な運用を行う場合もあります。

⑤　ブラックロック・グループの運用会社に、以下の運用の指図に関する権限を委託しま

す。

商号 委託する権限

ブラックロック・ファイナン

シャル・マネジメント・イン

ク(BlackRock Financial

Management, Inc.)

・外国債券等（主として米州地域）の運用ならび

に当該運用に付随する為替売買および為替ヘッ

ジの指図に関する権限

・日本の債券等の一部運用に関する権限

・信託財産にかかる地域配分等の包括的な投資判

断を行う権限（当該権限は委託会社と共有する

ものとします。）

ブラックロック・インベスト

メント・マネジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッド(BlackRock

Investment Management (UK)

Limited)

・外国債券等（主として欧州地域）の運用ならび

に当該運用に付随する為替売買および為替ヘッ

ジの指図に関する権限

ブラックロック・インベスト

メント・マネジメント（オー

ストラリア）リミテッド

(BlackRock Investment

Management (Australia)

Limited)

・外国債券等（主として日本を除く環太平洋地

域）の運用ならびに当該運用に付随する為替売

買および為替ヘッジの指図に関する権限

⑥　前記に関わらず、委託会社は、日本を除く市場の休場日等に投資環境の変化等が認め

られた場合等に必要に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用に付随する為替

売買および為替ヘッジの指図を自ら行うことができます。

⑦　資金動向、市場動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用が出来ない場合も

あります。

設定日 平成10年７月１日

信託期間 無期限

主な投資制限

①　株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合は、信託財

産の純資産総額の30％以下とします。

②　同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。

③　同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の10％以下とします。

④　同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第１項第３号の

財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権が

それぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものへの投資割合

は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑤　投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

⑥　外貨建資産への投資割合には制限を設けません。

信託報酬 ございません。(注)

その他費用 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を信託財産中から支弁します。

決算日 年１回（３月15日。休業日の場合は翌営業日。）

収益分配方針 分配を行いません。

申込手数料 ございません。
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委託会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

受託会社
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

投資顧問会社
（再委託先）

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ＵＫ）リミテッド

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（オーストラリア）リミテッド

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。
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(ｃ) ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替ヘッジなし）

商品分類 証券投資信託／親投資信託

投資目的および

投資態度

①　シティグループ世界国債インデックス・円ベースをベンチマークとし、ベンチマーク

を上回る投資成果を目指します。

②　世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際機関債）を中心に公社債に投資します。

投資する公社債は、原則として取得時において投資適格格付（ＢＢＢマイナス、Ｂａ

ａ３または同等の格付、またはそれ以上の格付）が付与されているもの、または同等

の信用度を有すると判断されるものとします。

③　デュレーション・リスク、イールド・カーブ・リスク、セクター・リスク等の調整に

あたっては、債券先物取引等のデリバティブを活用することがあります。

④　外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんが、一部機動的な運用を

行う場合もあります。

⑤　ブラックロック・グループの運用会社に、以下の運用の指図に関する権限を委託しま

す。

商号 委託する権限

ブラックロック・ファイナンシャル・

マネジメント・インク(BlackRock

Financial Management, Inc.)

・外国債券等（主として米州地域）の

運用ならびに当該運用に付随する為

替売買および為替ヘッジの指図に関

する権限

・日本の債券等の一部運用に関する権

限

・信託財産にかかる地域配分等の包括

的な投資判断を行う権限（当該権限

は委託会社と共有するものとしま

す。）

ブラックロック・インベストメント・

マネジメント（ＵＫ）リミテッド

(BlackRock Investment Management

(UK) Limited)

・外国債券等（主として欧州地域）の

運用ならびに当該運用に付随する為

替売買および為替ヘッジの指図に関

する権限

ブラックロック・インベストメント・

マネジメント（オーストラリア）リミ

テッド

(BlackRock Investment Management

(Australia) Limited)

・外国債券等（主として日本を除く環

太平洋地域）の運用ならびに当該運

用に付随する為替売買および為替

ヘッジの指図に関する権限

⑥　前記に関わらず、委託会社は、日本を除く市場の休場日等に投資環境の変化等が認め

られた場合等に必要に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用に付随する為替

売買および為替ヘッジの指図を自ら行うことができます。

⑦　資金動向、市場動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用が出来ない場合も

あります。

設定日 平成10年７月１日

信託期間 無期限

主な投資制限

①　株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合は、信託財

産の純資産総額の30％以下とします。

②　同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。

③　同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の10％以下とします。

④　同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第１項第３号の

財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権が

それぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものへの投資割合

は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑤　投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

⑥　外貨建資産への投資割合には制限を設けません。

信託報酬 ございません。(注)

その他費用 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を信託財産中から支弁します。

決算日 年１回（３月15日。休業日の場合は翌営業日。）

収益分配方針 分配を行いません。
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申込手数料 ございません。

委託会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

受託会社
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

投資顧問会社
（再委託先）

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ＵＫ）リミテッド

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（オーストラリア）リミテッド

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。
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(ｄ) ブラックロック・グローバル・ファンズ　ジャパン・スモール・アンド・ミッド・キャップ・オポチュニティ

ズ・ファンド

商品分類 ルクセンブルグ籍(オープン・エンド型)会社型外国投資証券(円建て)

投資目的および

投資態度

トータル・リターンを最大化することを目指します。ファンドは純資産の70％以上を日本

の中小型の株式（日本において重要な事業展開を行っていると考えられる日本以外の企

業の株式を含みます）に投資します。取得時において日本の株式市場の時価総額下位30％

を構成する株式を中小型の株式とみなします。

設定日 1987年５月13日

存続期間 無期限

主な投資制限

・同一発行体の譲渡性のある証券への投資は、原則としてファンドの純資産総額の10％以

下とします。

・純資産総額の５％を超えて投資しているすべての発行体について、ファンドが保有する

譲渡性のある証券の総額は純資産総額の40％を超えないものとします。

管理報酬 ございません。(注)

その他費用 保管報酬および事務の処理に要する諸費用がファンドから差し引かれます。

決算日 年１回(原則として８月末日)に決算を行います。

収益分配方針 分配を行いません。

申込手数料 ございません。

管理会社 ブラックロック（ルクセンブルグ）エス・エー

投資顧問会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

保管会社 ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン（インターナショナル）リミテッド

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。

 

(e) ブラックロック・グローバル・ファンズ　グローバル・エクイティ・ファンド

商品分類 ルクセンブルグ籍(オープン・エンド型)会社型外国投資証券(米ドル建て)

投資目的および

投資態度

トータル・リターンを最大化することを目指します。ファンドは純資産の70％以上を世界

各国の株式に投資します。ファンドの純資産の51％以上を先進国の株式（先進国において

重要な事業展開を行っていると考えられる先進国以外の企業の株式を含みます）に投資

します。

設定日 1986年11月24日

存続期間 無期限

主な投資制限

・同一発行体の譲渡性のある証券への投資は、原則としてファンドの純資産総額の10％以

下とします。

・純資産総額の５％を超えて投資しているすべての発行体について、ファンドが保有する

譲渡性のある証券の総額は純資産総額の40％を超えないものとします。

管理報酬 ございません。(注)

その他費用 保管報酬および事務の処理に要する諸費用がファンドから差し引かれます。

決算日 年１回(原則として８月末日)に決算を行います。

収益分配方針 分配を行いません。

申込手数料 ございません。

管理会社 ブラックロック（ルクセンブルグ）エス・エー

投資顧問会社 ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ＵＫ）リミテッド

保管会社 ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン（インターナショナル）リミテッド

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。
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(3)【運用体制】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

①　ファンドの運用・管理の各業務の役割分担を社内規程により定めております。

 

②　ファンドの運用については委託会社の運用部門が統括しています。

社内には内部監査を担当する部門、ファンドの運用状況やリスク状況等をモニターし関連部署にフィード

バックする部門、或いは投資委員会等開催により、各ファンドの投資方針等に従って運用が行われているか

確認する組織、機能が確立しています。

 

③　当ファンドの運用は、グローバル戦略運用部(当ファンド担当：３名程度)が担当いたします。

 

運用体制図

当ファンドは委託会社のグローバル資産戦略運用部が運用を行います。投資対象ファンドの選定に当たって

は、ベンチマークの構成指数に対応する資産を投資対象とする投資信託証券の中から、定性評価と定量評価の

両面から検討のうえ決定します。

※　運用体制は、変更となる場合があります。

 

ブラックロック・グループ

ブラックロック・グループは、運用資産残高約3.68兆ドル
＊
(約303兆円)を持つ世界最大級の独立系資産運

用グループであり、当社はその日本法人です。

当グループは、世界各国の機関投資家および個人投資家のため、株式、債券、キャッシュ・マネジメントおよ

びオルタナティブ商品といった様々な資産クラスの運用を行っております。また、機関投資家向けに、リスク

管理、投資システム・アウトソーシングおよびファイナンシャル・アドバイザリー・サービスの提供を行っ

ております。

＊　2012年３月末現在。(円換算レートは１ドル＝82.295円を使用)
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(5)【投資制限】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

当ファンドの約款で定める投資制限

ａ．投資信託証券および短期金融商品(短期運用の有価証券を含みます。)以外への直接投資は行いません。(運

用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限①)

 

ｂ．投資信託証券への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限②)

投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

 

ｃ．外貨建資産への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限③)

外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。

 

ｄ．受託会社の自己または利害関係人等との取引（約款第17条の２）

(a) 受託会社は、投資者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資法人

に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託会社の指図により、受託会社および受託会社の利

害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律にて準用する信託業法第29条第２項第１号に規定す

る利害関係人をいいます。以下同じ。）、信託業務の委託先およびその利害関係人または受託会社における

他の信託財産との間で、投資信託約款に定める資産への投資を、信託業法、投資信託及び投資法人に関する

法律ならびに関連法令に反しない限り行うことができます。

(b) (a)の取扱いは、「公社債の借入れ」、「外国為替予約の指図および範囲」、「有価証券売却等の指図」、

「再投資の指図」および「資金の借入れ」における委託会社の指図による取引についても同様とします。

 

ｅ．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(約款第30条)

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により、特に必要と認められる場合に

は、制約されることがあります。

 

ｆ．公社債の借入れ(約款第28条)

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、

当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めた時は、担保の提供の指図を行うものとしま

す。

(b) (a)の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。
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(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還する

ための指図をするものとします。

(d) (a)の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。

 

ｇ．外国為替予約の指図および範囲(約款第31条)

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の

予約取引の指図をすることができます。

 

ｈ．資金の借入れ(約款第39条)

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、換金に伴う支払資金の手当て

(換金に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。)を目的として、または再投資にか

かる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ(コール市場を通じる場合を含みます。)の指

図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。

(b) 換金に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有

する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有す

る有価証券等の換金代金入金日までの間もしくは投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有する

有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有

価証券等の売却または換金代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。

ただし、資金の借入額は、借入れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこととし

ます。

(c) 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日まで

とし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。

(d) 借入金の利息は信託財産中より支弁します。
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３【投資リスク】

(1) 投資リスク

（省略）

①　基準価額の変動要因

＜訂正前＞

ａ．株価変動のリスク

当ファンドおよびマザーファンドは、世界の株式に投資します。したがって、世界の経済および市場動向

または株式の発行会社の経営・財務状況に応じて組入株式の株価および配当金が変動し、当ファンドの運

用成果に影響を与えます。

 

ｂ．信用リスク

当ファンドおよびマザーファンドは、世界の債券に投資します。投資した債券の発行体の財務状況によ

り、債務不履行が生じることがあります。債務不履行が生じた場合には、債券価格が下落する等、当ファンド

の運用成果に影響を与えます。また、債券の格付の変更により債券の価格が変動することがあり、当ファン

ドの運用成果に影響を与えます。

 

ｃ．金利変動リスク

当ファンドおよびマザーファンドは、世界の債券に投資します。債券の価格は、政治、経済、社会情勢等の

影響により金利が上昇すれば下落し、金利が低下すれば上昇します。したがって、金利の変動が当ファンド

の運用成果に影響を与えます。

 

ｄ．為替変動リスク

当ファンドおよびマザーファンドは、円以外のさまざまな外貨建有価証券等に投資することができます。

原則として、為替ヘッジを行わない部分をファンドの純資産総額の30％程度までとして、為替変動によるリ

スクの低減を図りますが、為替ヘッジを行わない部分について為替差損が生じることがあります。したがっ

て、為替レートの変動が当ファンドの運用成果に影響を与えます。

 

ｅ．デリバティブ取引のリスク

当ファンドおよびマザーファンドは、先物・オプション取引などのデリバティブ取引を用いることがで

きます。このような投資手法は運用の効率を高めるため、または証券価格、市場金利、為替等の変動による影

響から当ファンドおよびマザーファンドを守るために用いられます。デリバティブ取引を用いた結果、コス

トとリスクが伴い、当ファンドの運用成果に影響を与えます。また、デリバティブ取引は必ず用いられるわ

けでなく、用いられたとしても本来の目的を達成できる保証はありません。
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＜訂正後＞

ａ．株価変動のリスク

当ファンドの投資対象ファンドは、世界の株式に投資します。したがって、世界の経済および市場動向ま

たは株式の発行会社の経営・財務状況に応じて組入株式の株価および配当金が変動し、当ファンドの運用

成果に影響を与えます。

 

ｂ．金利変動リスク

当ファンドの投資対象ファンドは、世界の債券に投資します。債券の価格は、政治、経済、社会情勢等の影

響により金利が上昇すれば下落し、金利が低下すれば上昇します。したがって、金利の変動が当ファンドの

運用成果に影響を与えます

 

ｃ．信用リスク

当ファンドの投資対象ファンドは、世界の債券に投資します。投資した債券の発行体の財務状況により、

債務不履行が生じることがあります。債務不履行が生じた場合には、債券価格が下落する等、当ファンドの

運用成果に影響を与えます。また、債券の格付の変更により債券の価格が変動することがあり、当ファンド

の運用成果に影響を与えます。

 

ｄ．為替変動リスク

当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドは、円以外のさまざまな外貨建有価証券等に投資する

ことができます。原則として、為替ヘッジ（投資対象ファンドにおいて円に対する為替ヘッジが行われてい

る場合はこれを含みます。）を行わない部分をファンドの純資産総額の30％程度までとして、為替変動によ

るリスクの低減を図りますが、為替ヘッジを行わない部分について為替差損が生じることがあります。した

がって、為替レートの変動が当ファンドの運用成果に影響を与えます。

 

ｅ．デリバティブ取引のリスク

当ファンドの投資対象ファンドは、先物・オプション取引などのデリバティブ取引を用いることができ

ます。このような投資手法は運用の効率を高めるため、または証券価格、市場金利、為替等の変動による影響

から当ファンドの投資対象ファンドを守るために用いられます。デリバティブ取引を用いた結果、コストと

リスクが伴い、当ファンドの運用成果に影響を与えます。また、デリバティブ取引は必ず用いられるわけで

なく、用いられたとしても本来の目的を達成できる保証はありません。

 

EDINET提出書類

ブラックロック・ジャパン株式会社(E13197)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/28



②　ファンド運営上のリスク

＜訂正前＞

ａ．購入および換金の受付の中止・取消

（省略）

 

ｂ．ファンドの繰上償還

（省略）

 

ｃ．法令・税制・会計等の変更

（省略）

 

＜訂正後＞

ａ．購入および換金の受付の中止・取消

（省略）

 

ｂ．ファンドの繰上償還

（省略）

 

ｃ．法令・税制・会計等の変更

（省略）

 

ｄ．収益分配金に関する留意点

分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、そ

の金額相当分、基準価額は下がります。

分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超

えて支払われる場合があります。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分

配を行った場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。した

がって、分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

投資者の個別元本の状況によっては、分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する

場合があります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本のことで、投資者毎に異な

ります。

EDINET提出書類

ブラックロック・ジャパン株式会社(E13197)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

22/28



４【手数料等及び税金】

(3)【信託報酬等】

①　信託報酬の総額

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年1.4385％(税抜1.37％)の率を乗じて得た額とします。

信託報酬に係る委託会社、販売会社、受託会社の間の配分は次のとおりとします。

 

 委託会社 販売会社 受託会社 合計

信託財産の純資産総額に対して
年0.714％
（税抜0.68％)

年0.6825％
（税抜0.65％）

年0.042％
（税抜 0.04％）

年1.4385％
(税抜1.37％)

※　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。

 

(4)【その他の手数料等】

＜訂正前＞

①　（省略）

 

②　（省略）

 

③　ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料(消費税等相当額を含みます。)、先物取引・

オプション取引等に要する費用、外貨建資産の保管等に要する費用は信託財産中より支弁します。

 

④　信託財産の財務諸表の監査および目論見書等の作成・交付等に要する費用は、委託会社の負担とします。

＜訂正後＞

①　（省略）

 

②　（省略）

 

③　外貨建資産の保管等に要する費用は信託財産中より支弁します。

 

④　投資対象ファンドに係る保管報酬および事務処理に要する諸費用が別途投資対象ファンドから支払われま

す。

 

⑤　信託財産の財務諸表の監査および目論見書等の作成・交付等に要する費用は、委託会社の負担とします。
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(5)【課税上の取扱い】

④　個人、法人の課税の取扱いについて

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

ａ．個人の投資者に対する課税

(a) 収益分配金の課税について

［平成24年12月31日までの間］

支払いを受ける収益分配金のうち、課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として、10％(所得

税７％、地方税３％)の税率による源泉徴収が行われます。原則として、申告は不要です。

また、確定申告を行うことにより総合課税（配当控除なし）と申告分離課税（10％（所得税７％およ

び地方税３％））のいずれかを選択することができます。

 

［平成25年１月１日から平成25年12月31日までの間］

支払いを受ける収益分配金のうち、課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として、10.147％

(所得税7.147％、地方税３％)の税率による源泉徴収が行われます。原則として、申告は不要です。

また、確定申告を行うことにより総合課税（配当控除なし）と申告分離課税（10.147％（所得税

7.147％および地方税３％））のいずれかを選択することができます。

 

［平成26年１月１日以降］

支払いを受ける収益分配金のうち、課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として、20.315％

(所得税15.315％、地方税５％)の税率による源泉徴収が行われます。原則として、申告は不要です。

また、確定申告を行うことにより総合課税（配当控除なし）と申告分離課税（20.315％（所得税

15.315％、地方税５％））のいずれかを選択することができます。

 

(b) 換金時および償還時の差益の課税について

［平成24年12月31日までの間］

換金時および償還時の差益（換金価額および償還価額から購入費用（購入時手数料および当該購入時

手数料にかかる消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡益として課税対象（譲渡所得

等）となり、10％（所得税７％および地方税３％）の税率による申告分離課税が適用されます。原則とし

て確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収口座）の利用が可能な場合があります。

 

EDINET提出書類

ブラックロック・ジャパン株式会社(E13197)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

24/28



［平成25年１月１日から平成25年12月31日までの間］

換金時および償還時の差益（換金価額および償還価額から購入費用（購入時手数料および当該購入時

手数料にかかる消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡益として課税対象（譲渡所得

等）となり、10.147％(所得税7.147％、地方税３％)の税率による申告分離課税が適用されます。原則とし

て確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収口座）の利用が可能な場合があります。

 

［平成26年１月１日以降］

換金時および償還時の差益（換金価額および償還価額から購入費用（購入時手数料および当該購入時

手数料にかかる消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡益として課税対象（譲渡所得

等）となり、20.315％(所得税15.315％、地方税５％)の税率による申告分離課税が適用されます。原則と

して確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収口座）の利用が可能な場合があります。

 

換金時および償還時に損失（譲渡損）が生じた場合には、確定申告することで、他の株式等の譲渡益お

よび上場株式等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したものに限ります。）との損益通算ならびに

３年間の繰越控除の対象とすることができます。

また、換金時および償還時の差益（譲渡益）については、他の株式等の譲渡損と損益を相殺することが

できます。

 

ｂ．法人の投資者に対する課税

［平成24年12月31日までの間］

法人の投資者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還

時の個別元本超過額については、７％(所得税７％、地方税の源泉徴収はありません。)の税率による源泉徴

収が行われます。なお、当ファンドについては、法人税の課税対象となりますが、益金不算入制度の適用はあ

りません。

 

［平成25年１月１日から平成25年12月31日までの間］

法人の投資者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還

時の個別元本超過額については、7.147％(所得税7.147％、地方税の源泉徴収はありません。)の税率による

源泉徴収が行われます。なお、当ファンドについては、法人税の課税対象となりますが、益金不算入制度の適

用はありません。
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［平成26年１月１日以降］

法人の投資者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還

時の個別元本超過額については、15.315％(所得税15.315％、地方税の源泉徴収はありません。)の税率によ

る源泉徴収が行われます。なお、当ファンドについては、法人税の課税対象となりますが、益金不算入制度の

適用はありません。

 

※　なお、税法が改正された場合には、上記の内容が変更になることがあります。

※　課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家に確認されることをお勧めいたします。

 

５【運用状況】

（参考情報）

＜修正前＞

運用実績（2011年12月30日現在）

 

＜修正後＞

運用実績（2011年12月30日現在）

※当ファンドは2012年６月27日付で信託約款の変更をしております。当ページの運用実績は約款変更前の運用方針によるものです。

 

（以下省略）

 

第２ 【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】

(1)【資産の評価】

全文訂正につき、訂正後の内容を記載いたします。

＜訂正後＞

当ファンドにおいて基準価額とは、信託財産に属する資産(受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除

きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。

なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいま

す。以下同じ。）の円換算については、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって

計算します。また、予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるも

のとします。

基準価額(１万口当り)は委託会社の営業日に毎日算出されます。投資者は、販売会社または下記に問い合わせ

ることにより知ることができます。
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また、日々の基準価額（１万口当り）は翌日の日本経済新聞に掲載されております。ファンド名は「世界バ

ラ」と省略されて記載されております。

当ファンドの主たる投資対象の評価方法は以下の通りです。

投資信託証券：金融商品取引所（海外取引所を含む）に上場されているものは、当該取引所における計算日

の最終相場(海外取引所に上場されているものについては、計算日に知りうる直近の最終相

場)で評価します。金融商品取引所に上場されていないものは、第一種金融商品取引業者、銀行

等の提示する価格（原則として、計算日に知りうる直近の日の純資産価格）で評価します。ま

た、マザーファンドの受益証券については、原則として計算日の基準価額で評価します。

 

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号： 03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：http://www.blackrock.co.jp

 

(5)【その他】

⑤　関係法人との契約の更改等に関する手続き

＜訂正前＞

ａ．「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」の期間は１年とし、委託会社、販売会社いずれからも別

段の意思表示のないときは、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同

様です。

 

ｂ．「信託財産の運用指図権限委託契約」の期間は１年とし、委託会社又は投資顧問会社から書面による契

約終了の申出がない限り、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様

です。

 

＜訂正後＞

⑤　関係法人との契約の更改等に関する手続き

「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」の期間は１年とし、委託会社、販売会社いずれからも別段

の意思表示のないときは、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様で

す。
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第三部 【委託会社等の情報】

第２ 【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1)～(2) （省略）

 

(3) 投資顧問会社

「第三部 委託会社等の情報　第２ その他の関係法人の概況　１名称、資本金の額及び事業の内容　(3) 投資顧

問会社」については、全文削除します。

 

２【関係業務の概要】

(1)～(2) （省略）

 

(3) 投資顧問会社

「第三部 委託会社等の情報　第２ その他の関係法人の概況　２関係業務の概要　(3) 投資顧問会社」につい

ては、全文削除します。

 

 

３【資本関係】

(1)～(2) （省略）

 

(3) 投資顧問会社

「第三部 委託会社等の情報　第２ その他の関係法人の概況　３ 資本関係　(3) 投資顧問会社」については、

全文削除します。
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